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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 71,170 72,499 86,381 160,896 173,683 

経常利益（百万円） 6,759 5,466 10,916 16,725 18,425 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
3,834 2,855 6,145 9,383 10,519 

純資産額（百万円） 131,210 138,678 150,424 136,366 145,366 

総資産額（百万円） 181,653 192,297 217,136 192,428 212,774 

１株当たり純資産額（円） 1,019.97 1,078.09 1,158.52 1,058.90 1,129.74 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額（円） 
29.82 22.20 47.76 71.76 81.76 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 72.2 72.1 68.7 70.9 68.3 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
9,172 8,242 14,148 8,297 13,856 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△1,820 △7,725 △10,385 △10,669 △12,318 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△1,050 △1,221 △1,637 △2,422 △2,516 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
41,437 30,046 32,184 30,365 29,871 

従業員数（人） 

  （外、臨時雇用者数） 

3,493 

  

3,725 

(928) 

3,964 

(1,052) 

3,382 

  

3,668 

(879) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成18年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ９月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ３月31日 

売上高（百万円） 50,952 49,903 57,376 119,175 123,403 

経常利益（百万円） 4,590 3,350 7,797 12,193 12,910 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
2,760 1,933 4,704 7,369 7,995 

資本金（百万円） 13,450 13,450 13,450 13,450 13,450 

発行済株式総数（千株） 132,800 132,800 132,800 132,800 132,800 

純資産額（百万円） 118,457 123,858 130,712 122,590 128,529 

総資産額（百万円） 160,638 166,147 187,670 169,355 184,290 

１株当たり純資産額（円） 920.83 962.88 1,015.87 952.33 998.89 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額（円） 
21.46 15.03 36.57 56.63 62.15 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 9.00 11.00 13.00 18.00 22.00 

自己資本比率（％） 73.7 74.5 69.7 72.4 69.7 

従業員数（人） 

  （外、臨時雇用者数） 

1,644 

  

1,604 

(368) 

1,579 

(300) 

1,600 

(164) 

1,566 

(278) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、（ ）内は臨時雇用者数で外数であります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、（ ）内は臨時雇用者数で外数であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

水処理薬品事業 1,356 (340) 

水処理装置事業 2,445 (681) 

全社（共通） 163 (31) 

合計 3,964 (1,052) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 1,579 (300) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）をとりまく市場環境は、電子産業分野においては液晶・

プラズマテレビなどの好調な需要を背景に国内および台湾・韓国での設備投資が堅調に推移しました。また、一般

水処理分野では、鉄鋼、石油、化学などの素材産業を中心に操業度、設備投資とも堅調に推移しております。 

 このような状況のもとで、当社グループ全体の受注高は101,555百万円(前年同期比12.3%増)、売上高は86,381百

万円(前年同期比19.1%増)となりました。利益については、営業利益は10,608百万円(前年同期比120.7%増)、経常

利益は10,916百万円(前年同期比99.7%増)、中間純利益は6,145百万円(前年同期比115.2%増)となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（水処理薬品事業） 

当事業において当社グループは、環境負荷低減・生産性向上など顧客の課題を解決する提案営業の推進、水処

理管理一括請負契約の促進、主力商品の拡販などに注力し、受注確保に努めました。また、収益面においては、

収益性の高い商品への転換、原材料価格高騰への対応、製造・物流コストの削減などに取組み、収益の確保に努

めてきました。 

 受注高については、前年同期に比べ、主力商品ではボイラ薬品、冷却水薬品および排水処理薬品はほぼ横ばい

となりました。その他の商品では石油精製・石油化学産業向けプロセス薬品がほぼ横ばいとなり、水処理管理の

一括請負契約がやや増加し、紙・パルプ産業向けプロセス薬品は増加となりました。 

 これらの結果、当社グループの水処理薬品事業全体の受注高は28,359百万円(前年同期比4.2%増)、売上高は

27,694百万円(前年同期比4.4%増)、営業利益は4,655百万円(前年同期比16.1%増)となりました。 

（水処理装置事業） 

当事業において当社グループは、超純水供給事業を始めとするクリタ独自のビジネスモデルの展開強化、中

国・台湾・韓国を中心としたアジア市場への営業強化などを推進し受注の確保に注力しました。また、品質向

上、生産性向上による原価率の低減に継続して取組み、収益の確保に努めました。 

 受注高については、前年同期に比べ、主力商品である電子産業分野向けの超純水製造装置（超純水供給事業を

含む）は、国内・海外で大幅に増加し、同装置のメンテナンス・サービスも増加となりました。また、半導体・

液晶製造装置の精密洗浄事業も大幅に増加しました。その他の分野向け水処理装置では、素材産業向け、医薬品

向けの水処理装置が大幅な減少となりましたが、同分野向けのメンテナンス・サービスは横ばいとなりました。

一方、土壌浄化事業は土地取引の堅調な需要を受け、大幅な増加となりました。 

 これらの結果、当社グループの水処理装置事業全体の受注高は73,196百万円(前年同期比15.8%増)、売上高は

58,686百万円(前年同期比27.6%増)、営業利益は5,951百万円(前年同期比643.9%増)となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資活動により10,385百万円、

財務活動により1,637百万円の資金を使用しましたが、高水準の税金等調整前中間純利益等もあった営業活動によ

り14,148百万円の資金を得たため、前中間連結会計期間末に比べ2,138百万円増加（前年同期比7.1%増）し、当中

間連結会計期間末には32,184百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は14,148百万円となり、前年同期に比べ5,906百万円増加（同71.7%増）しまし

た。主な増加要因は、税金等調整前中間純利益が5,593百万円増加したこと、仕入債務の減少額が3,655百万円減

少したことであり、一方、主な減少要因は、売上債権の減少額が1,172百万円減少したこと、たな卸資産の増加

額が3,623百万円増加したことであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は10,385百万円となり、前年同期に比べ2,660百万円増加（同34.4%増）しまし

た。これは主に有価証券及び投資有価証券の取得・売却等による差引収入が3,372百万円増加したものの、有形

固定資産の取得支出が5,803百万円増加したためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は1,637百万円となり、前年同期に比べ416百万円増加（同34.1%増）しました。

これは主に配当金の支払額が228百万円増加したためであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日  
  至 平成18年９月30日）  

前年同期比（％） 

水処理薬品事業（百万円） 28,059 107.9 

水処理装置事業（百万円） 67,634 136.9 

合計（百万円） 95,693 126.9 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

水処理薬品事業 28,359 104.2 4,272 86.4 

水処理装置事業 73,196 115.8 70,850 113.0 

合計 101,555 112.3 75,122 111.1 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日  
  至 平成18年９月30日）  

前年同期比（％） 

水処理薬品事業（百万円） 27,694 104.4 

水処理装置事業（百万円） 58,686 127.6 

合計（百万円） 86,381 119.1 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、ボイラ・冷却水処理技術、超純水製造技術、用排水処理技術、水回収技

術、土壌・地下水浄化技術といった主力事業に係る技術の進化・育成に加えて、分析技術、ＩＴ制御・診断技術等の

基盤技術研究や新事業進出のための技術開発等と幅広い角度で取り組んでおります。 

 今後も、永年培ってきた“水”の技術にさらに磨きをかけるとともに、２１世紀ビジョン「水と環境の先進的マネ

ジメント企業」の実現に向けて、環境保全技術や水の再利用技術、生産性向上技術等、産業と社会のニーズに幅広く

対応する技術の研究開発に積極的に取り組んでいきます。また、水素社会の到来に向けた燃料電池向け技術の開発推

進等、新事業進出のための研究開発も積極的に行っていきます。 

 研究開発の推進は、主に当社の開発本部及び各事業本部の技術開発部門で行われており、研究開発スタッフはグル

ープ全体で約190名にのぼり、これは総従業員数の4.8％に当たっております。当中間連結会計期間の研究開発費の総

額は2,198百万円（売上高比2.5％）であります。 

 当中間連結会計期間における各セグメント別の研究開発概要と主な成果及び研究開発費は次のとおりであります。

（水処理薬品事業） 

顧客の省エネルギー・省コスト・省資源・生産性向上に貢献する水処理薬品の開発を継続するとともに、環境に

優しい新素材や物理的な水処理方法の開発など、水処理の環境負荷を低減する開発を実施しております。また、水

処理管理の一括請負契約などのメンテナンス・サービスに寄与するシステム技術の開発を実施しております。 

 当中間連結会計期間における主な成果は次のとおりであります。 

・ごみ焼却場から発生する酸性ガスを効率的かつ低コストで処理する薬剤及び薬注制御技術を開発しました。 

なお、当事業に係る研究開発費は679百万円であります。 

（水処理装置事業） 

超純水水質の更なる高度化や環境規制を先取りした排水処理や土壌浄化などの環境保全技術の研究開発を継続す

るとともに、排水回収・再利用技術、汚泥減量技術などの循環型社会に対応する研究開発を実施しております。ま

た、開発装置のコンパクト化、レディメイド化を推進しております。 

 当中間連結会計期間における主な成果は次のとおりであります。 

・逆浸透膜（ＲＯ膜）の脱塩性能を向上するコンディショニング剤とコンディショニング処理技術を開発しまし

た。 

・超純水中の極微量金属を除去する技術を開発しました。 

なお、当事業に係る研究開発費は1,519百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末に計画した当連結会計年度の設備投資計画については、総額約190億円から約245億円に増額修正

しております。これは主に水処理装置事業における超純水供給事業用設備の拡充に伴うものであります。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項ありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 531,000,000 

計 531,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 

(平成18年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年12月27日) 

上場証券取引所名 
又は登録証券業協会名 

内容 

 普通株式 132,800,256  同左 

 東京証券取引所 

 市場第一部 

 大阪証券取引所 

 市場第一部 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 132,800,256  同左 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

 平成18年4月1日～ 

平成18年9月30日 
－ 132,800,256 － 13,450 － 11,426 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．上記のほか、自己株式が4,129千株あります。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

伊藤忠商事株式会社  東京都港区北青山二丁目５－１  10,268 7.73 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託

口） 

東京都中央区晴海一丁目８－11 7,515 5.65 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 7,284 5.48 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11－３ 5,556 4.18 

ノーザン  トラスト  カン

パニー （エイブイエフシ

ー） サブ  アカウント ア

メリカン  クライアント 

（常任代理人  香港上海銀

行東京支店） 

50 Bank Street Canary Whart London 

E14 5NT UK 

（東京都中央区日本橋三丁目11－１） 

4,329 3.25 

東京海上日動火災保険株式

会社 
東京都千代田区丸の内一丁目２－１ 4,311 3.24 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行 
東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 2,936 2.21 

ユービーエス エージー 

ロンドン アイピービー 

クライエント アカウント 

（常任代理人 シティバン

ク エヌ・エイ東京支店）  

Aeschenvorstadt 48 CH-4002 Basel 

Switzerland 

（東京都品川区東品川二丁目３－14） 

2,388 1.79 

ザ バンク オブ ニュー

ヨーク トリーテイー ジ

ャスデック アカウント 

（常任代理人 株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行カストデ

イ業務部） 

Avenue Des Arts, 35 Kunstlaan, 1040 

Brussels, Belgium 

（東京都千代田区丸の内二丁目７－１） 

2,038 1.53 

ステート ストリート バ

ンク アンド トラスト 

カンパニー 505202 

（常任代理人 株式会社み

ずほコーポレート銀行兜町

証券決済業務室）  

Nymphenburger Str, 70 8000 Munich 2 

Germany 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

1,955 1.47 

 計 － 48,584 36.58 



    ２．ドイツ銀行ロンドン支店ほか９社から平成18年10月13日付で、ＪＰモルガン信託銀行株式会社ほか３社から

平成18年７月14日付で、モルガン・スタンレー証券株式会社ほか９社から平成18年７月10日付で提出された大

量保有状況の変更報告書により、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けており

ますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数を確認できませんので、上記大株主の状況

には含めておりません。 

      なお、変更報告書による当社株式の所有内容は以下のとおりであります。 

平成18年10月13日付 

平成18年７月14日付 

大量保有者 住所 
保有株券等
の数(千株) 

株券等保有 
割合（％） 

ドイツ銀行 ロンドン支店 Winchester House, 1 Great Winchester 

Street，London EC2N 2DB, England, UK 
1,925 1.44 

ドイツ銀行 フランクフル

ト本店 

Taunusanlage 12, 60325 Frankfurt am 

Main, Germany 
26 0.01 

ドイツ証券株式会社 東京都千代田区永田町二丁目11－１ 100 0.07 

ドイチェ バンク セキュ

リティーズ インク  

60 Wall Street, New York, NY 10005, 

U.S.A. 
594 0.44 

ドイチェ バンク セキュ

リティーズ リミテッド  

222 Bay Street, Suite 1100, Toronto, 

Ontario, Canada  
314 0.23 

ドイチェ アセット マネ

ジメント インベストメン

トゲゼルシャフト エムべ

ーハー  

Mainzer Landstr. 16, 60325 Frankfurt 

am Main, Germany 
18 0.01 

ドイチェ・アセット・マネ

ジメント株式会社  
東京都千代田区永田町二丁目11－１  4 0.00 

デー ヴェー エス イン

ベストメント ゲー エム

ベーハー  

Grueneburgweg 113-115, 60612 

Frankfurt am Main, Germany  
1,955 1.47 

ディーダブリュエス イン

ベストメンツ イタリー 

エスジーアール エスピー

エー 

Via Melchiorre Gioia, 8, Milano, 

Italy 
80 0.06 

ディーダブリュエス イン

ベストメント エスエー 

ルクセンブルグ 

2 Boulevard Konrad Adenauer, 1115 

Luxembourg, Luxembourg  
79 0.05 

計  － 5,098 3.83 

大量保有者 住所 
保有株券等
の数(千株) 

株券等保有 
割合（％） 

ＪＰモルガン信託銀行株式

会社 
東京都千代田区丸の内二丁目７－３ 6,389 4.81 

ジェー・ピー・モルガン・

インベストメント・マネー

ジメント・インク 

アメリカ合衆国 ニューヨーク州 ニュ

ーヨーク フィフス・アベニュー522 
11 0.00 

ジェー・ピー・モルガン・

ホワイトフライヤーズ・イ

ンク 

アメリカ合衆国 ニューヨーク州 ニュ

ーヨーク パーク・アベニュー270 
19 0.01 

ＪＰモルガン・アセット・

マネジメント株式会社 
東京都千代田区丸の内二丁目７－３ 0 0.00 

 計  － 6,420 4.83 



平成18年７月10日付 

大量保有者 住所 
保有株券等
の数(千株) 

株券等保有 
割合（％） 

モルガン・スタンレー証券

株式会社 
東京都渋谷区恵比寿四丁目20－３ 398 0.29 

モルガン・スタンレー・ア

ンド・カンパニー・インコ

ーポレーテッド 

1585 Broadway, New York, NY 506 0.38 

モルガン・スタンレー・ア

ンド・カンパニー・インタ

ーナショナル・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf London 

E14 4QA U.K.  
1,229 0.92 

エムエスディーダブリュ・

エクイティ－・ファイナン

ス・サービセズⅠ（ケイマ

ン）・リミテッド 

P.O. Box 309GT Ugland House, South 

Church Street George Town, Grand 

Cayman 

432 0.32 

モルガン・スタンレー・キ

ャピタル（ルクセンブル

グ）エス・エー 

8-10 rue Mathias Hardt, L-1717 

Luxembourg 
178 0.13 

エムエスディーダブリュ・

エクイティ－・ファイナン

シング・サービセズ（ルク

ス）エス・アー・エール・

エル 

8-10 rue Mathias Hardt, L-1717 

Luxembourg 
432 0.32 

モルガン・スタンレー・イ

ンベストメント・マネジメ

ント・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf London 

E14 4QA U.K. 
2,331 1.75 

モルガン・スタンレー・ア

セット・マネジメント投信

株式会社 

東京都渋谷区恵比寿四丁目20－３ 1,619 1.21 

モルガン・スタンレー・イ

ンベストメント・マネジメ

ント・インク 

1221 Avenue of the Americas, New 

York, NY, USA 
1,199 0.90 

モルガン・スタンレー・イ

ンベストメント・アドバイ

ザーズ・インク 

1221 Avenue of the Americas, New 

York, NY, USA 
3 0.00 

 計  － 8,331 6.27 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,500株（議決権の数15個）を含めて

記載しております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

4,129,300 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

128,550,800 
1,285,508 同上 

単元未満株式 
普通株式 

120,156 
－ 同上 

発行済株式総数 132,800,256 － － 

総株主の議決権 － 1,285,508 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

栗田工業株式会社 
東京都新宿区西新宿

三丁目４番７号 
4,129,300 － 4,129,300 3.10 

計  － 4,129,300 － 4,129,300 3.10 

月別 平成18年４月 平成18年５月 平成18年６月 平成18年７月 平成18年８月 平成18年９月 

最高（円） 2,580 2,535 2,435 2,360 2,330 2,350 

最低（円） 2,305 2,210 2,050 1,895 2,060 2,105 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表

については、太陽監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついては、太陽ＡＳＧ監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、太陽監査法人は平成18年１月１日付をもってＡＳＧ監査法人と合併し、名称を太陽ＡＳＧ監査法人に変更

しております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金     30,356 32,488   30,107

２．受取手形  ※２   9,135 10,009   10,115

３．売掛金     51,795 58,084   66,957

４．有価証券     3,502 7,831   6,162

５．たな卸資産     11,795 15,363   8,070

６．繰延税金資産     2,107 2,222   2,170

７．その他     2,221 1,659   1,773

８．貸倒引当金     △124 △132   △125

流動資産合計     110,790 57.6 127,527 58.7   125,231 58.9

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産         

(1）建物及び構築物   33,211  37,324 36,059  

減価償却累計額   16,223 16,988 17,929 19,394 17,018 19,040

(2）機械装置及び運搬 
具 

  17,870  29,705 25,005  

減価償却累計額   7,470 10,399 9,627 20,078 8,372 16,633

(3）土地     14,076 14,050   13,745

(4）建設仮勘定     2,401 3,439   2,115

(5）その他   10,321  10,527 10,231  

減価償却累計額   7,726 2,594 8,053 2,474 7,773 2,457

有形固定資産合計     46,459 24.2 59,437 27.4   53,991 25.4

２．無形固定資産     3,034 1.6 2,806 1.3   2,863 1.3

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券     26,587 21,801   25,761

(2）繰延税金資産     1,269 1,506   886

(3）再評価に係る繰延 
税金資産 

    176 －   －

(4）その他     4,109 4,354   4,151

(5）貸倒引当金     △131 △297   △111

投資その他の資産
合計 

    32,011 16.6 27,364 12.6   30,687 14.4

固定資産合計     81,506 42.4 89,608 41.3   87,542 41.1

資産合計     192,297 100.0 217,136 100.0   212,774 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形  ※２   2,276 2,219   1,638

２．買掛金     22,701 29,316   28,773

３．短期借入金     80 296   320

４．未払法人税等     2,409 4,620   4,376

５．前受金     3,180 4,305   2,055

６．賞与引当金     2,676 2,689   2,362

７．製品保証等引当金     901 828   739

８．その他     8,296 11,077   14,612

流動負債合計     42,522 22.1 55,354 25.5   54,877 25.8

Ⅱ 固定負債         

１．長期借入金     214 195   180

２．再評価に係る繰延税
金負債  

    － 1,526   1,526

３．退職給付引当金     8,464 8,327   8,261

４．役員退職引当金     389 570   488

５．その他     829 738   777

固定負債合計     9,897 5.2 11,357 5.2   11,233 5.3

負債合計     52,420 27.3 66,712 30.7   66,111 31.1

          

（少数株主持分）         

少数株主持分     1,197 0.6 － －   1,295 0.6

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     13,450 7.0 － －   13,450 6.3

Ⅱ 資本剰余金     11,409 5.9 － －   11,426 5.4

Ⅲ 利益剰余金     116,199 60.4 － －   122,350 57.5

Ⅳ 土地再評価差額金     379 0.2 － －   △740 △0.3

Ⅴ その他有価証券評価 
差額金 

    2,688 1.4 － －   3,873 1.8

Ⅵ 為替換算調整勘定     △613 △0.3 － －   △200 △0.1

Ⅶ 自己株式     △4,835 △2.5 － －   △4,793 △2.3

資本合計     138,678 72.1 － －   145,366 68.3

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    192,297 100.0 － －   212,774 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１．資本金     － － 13,450 6.2   － －

２．資本剰余金     － － 11,426 5.3   － －

３．利益剰余金     － － 127,073 58.5   － －

４．自己株式     － － △4,797 △2.2   － －

  株主資本合計      － － 147,153 67.8   － －

Ⅱ 評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価
差額金 

    － － 2,749 1.3   － －

２．土地再評価差額金      － － △740 △0.4   － －

３．為替換算調整勘定      － － △94 △0.0   － －

  評価・換算差額等合
計  

    － － 1,914 0.9   － －

Ⅲ 少数株主持分     － － 1,356 0.6   － －

純資産合計     － － 150,424 69.3   － －

負債純資産合計     － － 217,136 100.0   － － 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     72,499 100.0 86,381 100.0   173,683 100.0 

Ⅱ 売上原価     50,464 69.6 58,415 67.6   122,630 70.6

売上総利益     22,035 30.4 27,965 32.4   51,052 29.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

          

１．給与諸手当   5,558   5,588 12,620   

２．賞与引当金繰入額   1,357   1,389 1,320   

３．退職給付費用   436   476 734   

４．旅費交通費   1,252   1,241 2,517   

５．研究開発費   2,107   2,198 4,213   

６．その他   6,514 17,227 23.8 6,461 17,357 20.1 12,334 33,741 19.4

営業利益     4,807 6.6 10,608 12.3   17,311 10.0

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   125   178 271   

２．受取配当金   134   147 180   

３．為替差益   96   － －   

４．持分法による投資
利益 

  116   － 266   

５．その他   273 746 1.0 133 460 0.5 616 1,334 0.7

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   18   21 41   

２．たな卸資産売廃棄
損 

  －   21 23   

３．持分法による投資
損失  

  －   57 －   

４．その他   68 86 0.1 50 151 0.2 155 220 0.1

経常利益     5,466 7.5 10,916 12.6   18,425 10.6

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却
益 

  － － － － － － 1,205 1,205 0.7

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※１ 147   － 150   

２．固定資産除却損 ※２ 64   69 279   

３．減損損失   －   － 846   

４．その他    － 211 0.3 － 69 0.0 155 1,430 0.8

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    5,254 7.2 10,847 12.6   18,200 10.5

法人税、住民税及
び事業税 

  2,309   4,536 7,395   

法人税等調整額 ※３ － 2,309 3.2 － 4,536 5.3 100 7,496 4.3

少数株主利益     90 0.1 164 0.2   184 0.1

  中間（当期）純利
益 

    2,855 3.9 6,145 7.1   10,519 6.1

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     11,409 11,409

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．自己株式処分差益   － － 17 17

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

    11,409 11,426

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高     115,318 115,318

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．中間（当期）純利益   2,855 2,855 10,519 10,519

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金   1,157 2,572

２．役員賞与   157 164

３．連結会社増加による利益
剰余金減少高 

  14 14

４．土地再評価差額金取崩額   637 724

５．従業員奨励福利基金   7 1,974 11 3,486

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高     116,199 122,350

      



中間連結株主資本等変動計算書 

  （注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）             

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 13,450 11,426 122,350 △4,793 142,434 

中間連結会計期間中の変動額      

 剰余金の配当 （注）     △1,415   △1,415 

 従業員奨励福利基金への拠出     △7   △7 

 中間純利益     6,145   6,145 

 自己株式の取得       △3 △3 

 株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円） 
－ － 4,723 △3 4,719 

平成18年９月30日 残高（百万円） 13,450 11,426 127,073 △4,797 147,153 

 

評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計 

その他有価証

券評価差額金 

土地再評価 

差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 3,873 △740 △200 2,932 1,295 146,662 

中間連結会計期間中の変動額       

 剰余金の配当 （注）           △1,415 

 従業員奨励福利基金への拠出           △7 

 中間純利益           6,145 

 自己株式の取得           △3 

 株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
△1,123 － 105 △1,017 60 △956 

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円） 
△1,123 － 105 △1,017 60 3,762 

平成18年９月30日 残高（百万円） 2,749 △740 △94 1,914 1,356 150,424 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー： 

 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 5,254 10,847 18,200

減価償却費  2,268 3,083 4,906

減損損失   － － 846

連結調整勘定償却額   △31 － △24

持分法による投資損
益 

 △116 57 △266

賞与引当金の増加額  551 295 238

退職給付引当金の増
減額 

 △239 46 △447

貸倒引当金の増減額  △36 187 △56

その他の引当金の増
減額 

 △443 169 △510

受取利息及び受取配
当金 

 △260 △326 △452

その他営業外収益  △230 △97 △328

支払利息  18 21 41

その他営業外費用・
特別損失 

 40 77 311

投資有価証券売却損
益 

 － － △1,205

有形固定資産売却・
除却損益 

 199 72 411

売上債権の増減額  10,603 9,431 △5,259

たな卸資産の増減額  △3,660 △7,283 156

その他流動資産の減
少額 

 351 129 175

仕入債務の増減額  △3,972 △317 2,314

前受金の増加額  2,227 2,246 1,077

その他流動負債の増
減額 

 △923 △435 362

役員賞与の支払額  △95 － △180

その他  28 △242 △212

小計  11,535 17,963 20,096

 



    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受
取額 

 331 365 589

その他の営業外収入
額 

 186 88 374

利息の支払額  △20 △17 △43

その他の営業外支出
額 

 △67 △50 △179

法人税等の支払額  △3,723 △4,201 △6,981

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 8,242 14,148 13,856

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー： 

 

定期預金等の預入に
よる支出 

 △389 △63 △305

定期預金等の払戻に
よる収入 

 308 34 314

有価証券の取得によ
る支出 

 △5,058 △6,096 △10,807

有価証券の償還・売
却による収入 

 4,249 6,324 10,239

有形固定資産の取得
による支出 

 △4,258 △10,061 △10,962

有形固定資産の売却
による収入 

 57 32 817

投資有価証券の取得
による支出 

 △2,939 △133 △3,914

投資有価証券の売却
等による収入 

 471 － 2,785

その他の支出  △527 △501 △986

その他の収入  359 79 500

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △7,725 △10,385 △12,318

 



    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー： 

 

短期借入金の収支  － △127 220

長期借入金の返済に
よる支出 

 △42 △64 △84

自己株式の取得・売
却による収支 

 △4 △3 △11

配当金の支払額  △1,157 △1,419 △2,572

少数株主への配当金
の支払額 

 △55 △21 △106

その他の収入  38 － 38

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,221 △1,637 △2,516

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 74 54 173

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

 △629 2,180 △804

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 30,365 29,871 30,365

Ⅶ 新規連結子会社の現金
及び現金同等物の期首
残高 

 310 132 310

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 30,046 32,184 29,871

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1) 連結子会社数  34社 (1) 連結子会社数  36社 (1) 連結子会社数  34社 

子会社のうち、連結の範囲に含

めた主要な会社名は次のとおりで

あります。 

子会社のうち、連結の範囲に含

めた主要な会社名は次のとおりで

あります。 

子会社のうち、連結の範囲に含

めた主要な会社名は次のとおりで

あります。 

 株式会社クリタス 

 栗田エンジニアリング株式会社 

 クリテックサービス株式会社 

 なお、重要性が増加したため、

４社｛栗田工業（蘇州）水処理有

限公司及び持分法より変更したア

オイ工業株式会社、日本ファイン

株式会社、サン化工株式会社の３

社｝を、当中間連結会計期間から

連結の範囲に含めております。ま

た、前連結会計年度まで連結子会

社であったクリタ化成株式会社は

清算したため、連結の範囲から除

外しております。 

 株式会社クリタス 

 栗田エンジニアリング株式会社 

 クリテックサービス株式会社 

 なお、重要性が増加したため、

２社（クリタ・ケミカル東海株式

会社及び持分法より変更した三善

工業株式会社）を、当中間連結会

計期間から連結の範囲に含めてお

ります。 

 株式会社クリタス 

 栗田エンジニアリング株式会社 

 クリテックサービス株式会社 

 なお、重要性が増加したため、

４社｛栗田工業（蘇州）水処理有

限公司及び持分法より変更したア

オイ工業株式会社、日本ファイン

株式会社、サン化工株式会社の３

社｝を、当連結会計年度から連結

の範囲に含めております。また、

前連結会計年度まで連結子会社で

あったクリタ化成株式会社は清算

したため、連結の範囲から除外し

ております。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

栗田総合サービス株式会社 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

栗田総合サービス株式会社 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

栗田総合サービス株式会社 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純利益（持分相当額）及

び利益剰余金(持分相当額)等は、

いずれも中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、当期純利益（持分相当額）及

び利益剰余金(持分相当額)等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためでありま

す。 



２．持分法の適用に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1) 持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社の数と主要な会社名

は、次のとおりであります。 

(1) 持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社の数と主要な会社名

は、次のとおりであります。 

(1) 持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社の数と主要な会社名

は、次のとおりであります。 

持分法適用非連結子会社数 

            ２社 

持分法適用非連結子会社数 

            １社 

持分法適用非連結子会社数 

            ２社 

持分法適用関連会社数  ５社 

主要な持分法適用会社名 

 栗田総合サービス株式会社 

持分法適用関連会社数  ５社 

主要な持分法適用会社名 

 栗田総合サービス株式会社 

持分法適用関連会社数  ５社 

主要な持分法適用会社名    

 栗田総合サービス株式会社 

  なお、持分法より連結法への変

更により、アオイ工業株式会社等

３社が減少しております。 

  なお、持分法より連結法への変

更により、１社が減少しておりま

す。 

  なお、持分法より連結法への変

更により、アオイ工業株式会社等

３社が減少しております。 

(2)持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社（名古屋理水株

式会社ほか）は、それぞれ中間純

利益（持分相当額）及び利益剰余

金（持分相当額）等からみて、持

分法の対象から除いても中間連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲から

除外しております。 

(2)持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社（株式会社ラン

ドマネジメントほか）は、それぞ

れ中間純利益（持分相当額）及び

利益剰余金（持分相当額）等から

みて、持分法の対象から除いても

中間連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

(2) 持分法を適用していない非連結

子会社及び関連会社（クリタ・ケ

ミカル東海株式会社ほか）は、そ

れぞれ当期純利益（持分相当額）

及び利益剰余金（持分相当額）等

からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

(3) 持分法適用会社のうち、中間決

算日が中間連結決算日と異なる会

社については、各社の各中間会計

期間に係る中間財務諸表を使用し

ております。 

(3)      同左 (3) 持分法適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社につい

ては、各社の各事業年度に係る財

務諸表を使用しております。 



３．連結子会社の中間決算日（決算日）等に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 連結子会社のうち、クリタ（シ

ンガポール）Pte.Ltd.、クリタ・

ド・ブラジルLtda.、クリタ（アメ

リカ）Inc.、クリテック・ヨーロ

ッパG.m.b.H.、クリタ・ヨーロッ

パG.m.b.H.、クリタ・ウォーター

（マレーシア）Sdn.Bhd.、クリタ

（タイワン）Co.,Ltd.、クリタ

－ GKケミカルCo.,Ltd.、栗田工業

（大連）有限公司、P.T.クリタ・

インドネシア、栗田工業（蘇州）

水処理有限公司、韓水テクニカル

サービス㈱、クリテック・シンガ

ポールPte.Ltd.及び栗田超純水設

備（上海）有限公司の中間決算日

は、平成17年６月30日でありま

す。中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただし、

平成17年７月１日から中間連結決

算日平成17年９月30日までの期間

に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

 連結子会社のうち、クリタ（シ

ンガポール）Pte.Ltd.、クリタ・

ド・ブラジルLtda.、クリタ（アメ

リカ）Inc.、クリテック・ヨーロ

ッパG.m.b.H.、クリタ・ヨーロッ

パG.m.b.H.、クリタ・ウォーター

（マレーシア）Sdn.Bhd.、クリタ

（タイワン）Co.,Ltd.、クリタ

－ GKケミカルCo.,Ltd.、栗田工業

（大連）有限公司、P.T.クリタ・

インドネシア、栗田工業（蘇州）

水処理有限公司、韓水テクニカル

サービス㈱、クリテック・シンガ

ポールPte.Ltd.及び栗田超純水設

備（上海）有限公司の中間決算日

は、平成18年６月30日でありま

す。中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただし、

平成18年７月１日から中間連結決

算日平成18年９月30日までの期間

に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

 連結子会社のうち、クリタ（シ

ンガポール）Pte.Ltd.、クリタ・

ド・ブラジルLtda.、クリタ（アメ

リカ）Inc.、クリテック・ヨーロ

ッパG.m.b.H.、クリタ・ヨーロッ

パG.m.b.H.、クリタ・ウォーター

（マレーシア）Sdn.Bhd.、クリタ

（タイワン）Co.,Ltd.、クリタ－

GKケミカルCo.,Ltd.、栗田工業

（大連）有限公司、P.T.クリタ・

インドネシア、栗田工業（蘇州）

水処理有限公司、韓水テクニカル

サービス㈱、クリテック・シンガ

ポールPte.Ltd.及び栗田超純水設

備（上海）有限公司の決算日は、

平成17年12月31日であります。連

結財務諸表の作成に当たっては、

同決算日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、平成18年１

月１日から連結決算日平成18年３

月31日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 



４．会計処理基準に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

 主として移動平均法による原

価法 

 ただし、仕掛品は主として個

別法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定

率法、在外連結子会社は定額法

を採用しております。ただし、

当社及び国内連結子会社は、平

成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）並

びに当社が客先に設置している

超純水等の供給用設備について

は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物 

２～65年 

  

  

  

  

 機械装置及び運搬具 

２～13年 

  

  

  

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は、

従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額基準により計上

しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当社及び国内連結子会社は

当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

１～２年による按分額をその発

生連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

② 退職給付引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当社及び国内連結子会社は

当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

１～２年による按分額をその発

生連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は、当該子会社等の中間決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換

算差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は、当該子会社等の中間決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び少数株主持

分に含めて計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、当該子会社等の決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、主として通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6) 消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

(6) 消費税等の会計処理方法 

同左 

(6) 消費税等の会計処理方法 

同左 



５．中間連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書）における資金の範囲 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、原則として価値の変動

について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に満期又

は償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左         同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準｛「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日）｝及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 

  

  

  

  

  

────── 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基

準）  

  当連結会計年度より、固定資産

の減損に係る会計基準｛「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日）｝及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税金等

調整前当期純利益は846百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に

基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

────── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は149,068百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

────── 

  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「その

他」に含めて表示しました「為替差益」は、営業外収

益の合計額の100分の10を超えることとなったため、区

分掲記することに変更しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「為替差益」は

51百万円であります。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において区分掲記しました「為

替差益」は、営業外収益の合計額の100分の10以下とな

ったため、営業外収益の「その他」に含めて表示する

ことに変更しました。 

 なお、当中間連結会計期間における「為替差益」は

31百万円であります。  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

 １.債務保証  １．債務保証  １．債務保証 

従業員の住宅建設資金

の借入金に対する保証 
 14百万円

従業員の住宅建設資金

の借入金に対する保証 
５百万円

従業員の住宅建設資金

の借入金に対する保証 
 10百万円

※２．   ────── ※２.中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、当中間連

結会計期間の末日が金融機関の休

業日でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しておりま

す。当中間連結会計期間末日満期

手形の金額は、次のとおりであり

ます。 

   受取手形     1,013百万円 

   支払手形       558百万円 

※２．   ────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．固定資産売却損は建物及び構

築物118百万円、機械装置及び

運搬具22百万円、その他6百万

円であります。 

※１．  ────── ※１．固定資産売却損は建物及び構

築物39百万円、土地81百万

円、その他30百万円でありま

す。 

※２．固定資産除却損は建物及び構

築物36百万円、機械装置及び

運搬具4百万円、その他24百万

円であります。 

※２．固定資産除却損は建物及び構

築物56百万円、機械装置及び

運搬具2百万円、その他10百万

円であります。 

※２．固定資産除却損は建物及び構

築物89百万円、機械装置及び

運搬具72百万円、その他116百

万円であります。 

※３．当中間連結会計期間における

税金費用については、簡便法

による税効果会計を適用して

いるため、法人税等調整額は

「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しておりま

す。 

※３．    同左 ※３．   ────── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）当中間連結会計期間の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．配当に関する事項 

(１)配当金支払額 

(２)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

 普通株式 132,800 － － 132,800 

合計 132,800 － － 132,800 

自己株式     

 普通株式 （注） 4,127 1 － 4,129 

合計 4,127 1 － 4,129 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

 定時株主総会 
普通株式 1,415 11 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年10月31日 

 取締役会 
普通株式 1,672 利益剰余金 13 平成18年９月30日 平成18年12月６日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

    （平成17年９月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

    （平成18年９月30日現在）

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

    （平成18年３月31日現在）

  (百万円)

現金及び預金勘定 30,356 

預入期間が３か月を

超える定期預金等 
△309 

現金及び現金同等物 30,046 

  (百万円)

現金及び預金勘定 32,488 

預入期間が３か月を

超える定期預金等 
△304 

現金及び現金同等物 32,184 

  (百万円)

現金及び預金勘定 30,107 

預入期間が３か月を

超える定期預金等 
△236 

現金及び現金同等物 29,871 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万
円) 

機械装置
及び運搬
具 

323 129 193 

その他 1,222 688 534 

合計 1,545 818 727 

  

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

中間期
末残高
相当額
(百万
円) 

機械装置
及び運搬
具 

454 143 310

その他 910 529 380

合計 1,364 673 691

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

期末残
高相当
額 
(百万
円) 

機械装置
及び運搬
具 

304 142 161

その他 1,232 781 451

合計 1,537 924 612

 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

同左  （注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内    288百万円 

１年超 439 

合計 727 

１年内 219百万円 

１年超 472 

合計 691 

１年内 224百万円 

１年超 388 

合計 612 

 （注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

同左  （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 160百万円 

減価償却費相当額 160 

支払リース料 157百万円 

減価償却費相当額 157 

支払リース料 270百万円 

減価償却費相当額 270 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内   114百万円 

１年超 178 

合計 293 

１年内 91百万円 

１年超 144 

合計 236 

１年内 146百万円 

１年超 208 

合計 355 



（有価証券関係） 

 前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

 当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 8,046 12,566 4,520 

(2) 債券       

国債・地方債 4,000 3,998 △2 

社債 5,126 5,111 △14 

その他 2,999 2,999 △0 

(3) その他 － － － 

合計 20,172 24,676 4,503 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

 その他有価証券   

非上場株式 3,083 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 8,907 13,550 4,642 

(2) 債券       

国債・地方債 4,000 3,997 △3 

社債 4,648 4,619 △28 

その他 2,999 2,994 △4 

(3) その他 － － － 

合計 20,555 25,161 4,606 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

 その他有価証券   

非上場株式 2,082 



 前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

（当中間連結会計期間末）（平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

（前連結会計年度末）  （平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

（当中間連結会計期間）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 8,886 15,449 6,562 

(2) 債券       

国債・地方債  4,000 3,993 △7 

社債 4,879 4,816 △62 

その他 2,999 2,999 0 

(3) その他 － － － 

合計 20,766 27,259 6,492 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

 その他有価証券   

非上場株式 2,082 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社グループの主な事業内容は、水処理に関する薬品類の製造販売と水処理に関する装置・施設類の製造販

売であります。従って、事業区分は製品の系列を考慮し、水処理薬品事業と水処理装置事業の２つに区分し

ております。 

  
水処理薬品事
業（百万円） 

水処理装置事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

    (1)外部顧客に対する売上高 26,521 45,978 72,499 － 72,499 

    (2)セグメント間の内部売上

  高又は振替高 
170 215 386 (386) － 

計 26,692 46,194 72,886 (386) 72,499 

営業費用 22,683 45,393 68,077 (384) 67,692 

営業利益 4,008 800 4,809 ( 1) 4,807 

  
水処理薬品事
業（百万円） 

水処理装置事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

    (1)外部顧客に対する売上高 27,694 58,686 86,381 － 86,381 

    (2)セグメント間の内部売上

  高又は振替高 
122 29 151 (151) － 

計 27,816 58,715 86,531 (151) 86,381 

営業費用 23,160 52,764 75,925 (152) 75,773 

営業利益 4,655 5,951 10,606 1 10,608 

  
水処理薬品事
業（百万円） 

水処理装置事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

    (1)外部顧客に対する売上高 54,549 119,133 173,683 － 173,683 

    (2)セグメント間の内部売上

  高又は振替高 
322 573 895 (895) － 

計 54,872 119,706 174,578 (895) 173,683 

営業費用 46,910 110,357 157,268 (895) 156,372 

営業利益 7,961 9,349 17,310 0 17,311 



２．各区分に属する主要な製品 

３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項

目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）に

おける本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度によって区分しております。 

    ２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

        アジア   : 韓国、中国、台湾、シンガポール、インドネシア、タイ 

        北アメリカ : アメリカ 

        ヨーロッパ : ドイツ 

        その他の地域: ブラジル 

    ３. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

事業区分 主要製品 

水処理薬品事業 

ボイラ水系処理剤、冷却水系処理剤、空調関係水処理剤、排水処理剤、土木建築関連処理剤、石

油化学・紙パルプ等の製造プロセス処理剤、ダイオキシン処理剤・除去システム、メンテナン

ス・サービス 

水処理装置事業 

超純水製造装置、用水処理装置、排水処理装置、規格型水処理装置、化学洗浄工事、精密洗浄、

土壌浄化システム、下水道終末処理施設、海水淡水化施設、レジャープール、水処理施設の運

転・維持管理等のメンテナンス・サービス 

     前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)  

 アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,704 1,004 613 729 8,051 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － － 72,499 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の 

  割合（％） 7.9 1.4 0.8 1.0 11.1 

     当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)  

 アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 9,761 1,438 609 939 12,749 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － － 86,381 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の 

  割合（％） 11.3 1.7 0.7 1.1 14.8 

     前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)  

 アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 16,602 2,340 1,121 1,724 21,788 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － － 173,683 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の 

  割合（％） 9.6 1.3 0.6 1.0 12.5 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,078.09円 

１株当たり中間純利

益金額 
   22.20円 

１株当たり純資産額 1,158.52円 

１株当たり中間純利

益金額 
  47.76円 

１株当たり純資産額 1,129.74円 

１株当たり当期純利

益金額 
   81.76円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） － 150,424 － 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
－ 1,356 － 

 （うち少数株主持分） (－)  (1,356) (－) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（百万円） 
－ 149,068 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株）  

－ 128,670,859 － 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

中間（当期）純利益（百万円） 2,855 6,145 10,519 

普通株主に帰属しない金額（百万円) － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

(百万円) 
2,855 6,145 10,519 

期中平均株式数(株) 128,635,091 128,671,778 128,654,537 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   23,671   23,595 23,275   

２．受取手形 ※３  7,423   7,931 8,327   

３．売掛金   41,995   47,082 54,877   

４．有価証券   3,401   7,797 6,102   

５．たな卸資産   8,566   12,661 5,337   

６．その他   3,280   2,596 2,832   

７．貸倒引当金   △47   △38 △38   

流動資産合計     88,292 53.1 101,626 54.2   100,714 54.6

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物   11,944   14,520 14,103   

(2) 機械及び装置   8,712   18,398 14,975   

(3) 土地   12,553   12,481 12,212   

(4) その他   4,564   5,147 3,956   

有形固定資産合計   37,775   50,547 45,247   

２．無形固定資産   2,216   2,002 2,051   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   28,025   23,170 27,018   

(2) その他   9,943   10,616 9,357   

(3) 貸倒引当金   △106   △293 △100   

投資その他の資産
合計 

  37,863   33,494 36,276   

固定資産合計     77,854 46.9 86,043 45.8   83,575 45.4

資産合計     166,147 100.0 187,670 100.0   184,290 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   19,033   25,725 25,064   

２．未払法人税等   1,368   3,173 2,913   

３．前受金   1,684   3,650 997   

４．賞与引当金   1,560   1,503 1,355   

５．製品保証等引当金   873   786 705   

６．その他   9,806   12,602 15,285   

流動負債合計     34,325 20.7 47,441 25.3   46,320 25.2

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   14   7 12   

２．再評価に係る繰延
税金負債  

  －   1,526 1,526   

３．退職給付引当金   6,909   6,923 6,854   

４．役員退職引当金   291   386 339   

５．その他   748   673 707   

固定負債合計     7,962 4.8 9,515 5.0   9,439 5.1

負債合計     42,288 25.5 56,957 30.3   55,760 30.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     13,450 8.1 － －   13,450 7.3

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   11,409   － 11,426   

資本剰余金合計     11,409 6.8 － －   11,426 6.2

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   2,919   － 2,919   

２．任意積立金   95,449   － 95,449   

３．中間（当期）未処
分利益 

  2,462   － 7,022   

利益剰余金合計     100,830 60.7 － －   105,391 57.2

Ⅳ 土地再評価差額金     379 0.2 － －   △740 △0.4

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    2,623 1.6 － －   3,795 2.0

Ⅵ 自己株式     △4,835 △2.9 － －   △4,793 △2.6

資本合計     123,858 74.5 － －   128,529 69.7

負債資本合計     166,147 100.0 － －   184,290 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本            

１．資本金      － － 13,450 7.2   － －

２．資本剰余金           

(1)資本準備金   －   11,426 －   

 資本剰余金合計     － － 11,426 6.1   － －

３．利益剰余金           

(1)利益準備金   －   2,919 －   

(2)その他利益剰余
金  

          

 固定資産圧縮
積立金 

  －   1,107 －   

 配当準備積立金   －   1,000 －   

 別途積立金   －   97,480 －   

 繰越利益剰余金   －   6,173 －   

 利益剰余金合計     － － 108,680 57.9   － －

４．自己株式      － － △4,797 △2.6   － －

株主資本合計     － － 128,760 68.6   － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金  

    － － 2,692 1.5   － －

２．土地再評価差額
金  

    － － △740 △0.4   － －

評価・換算差額等 
合計 

    － － 1,951 1.1   － －

純資産合計     － － 130,712 69.7   － － 

負債純資産合計       － － 187,670 100.0   － － 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     49,903 100.0 57,376 100.0   123,403 100.0 

Ⅱ 売上原価     35,969 72.1 39,493 68.8   90,191 73.1

売上総利益     13,934 27.9 17,882 31.2   33,212 26.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    12,002 24.0 11,548 20.2   23,255 18.8

営業利益     1,932 3.9 6,334 11.0   9,956 8.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,494 3.0 1,609 2.8   3,113 2.5

Ⅴ 営業外費用     76 0.2 146 0.2   159 0.1

経常利益     3,350 6.7 7,797 13.6   12,910 10.5

Ⅵ 特別利益     － － － －   1,205 1.0

Ⅶ 特別損失     177 0.3 112 0.2   1,348 1.1

税引前中間（当
期）純利益 

    3,173 6.4 7,684 13.4   12,767 10.4

法人税、住民税及
び事業税 

  1,240   2,980 4,981   

法人税等調整額 ※２ － 1,240 2.5 － 2,980 5.2 △209 4,771 3.9

中間（当期）純利
益 

    1,933 3.9 4,704 8.2   7,995 6.5

前期繰越利益     1,166 －   1,166 

土地再評価差額金
取崩額 

    △637 －   △724 

中間配当額     － －   1,414 

中間（当期）未処
分利益 

    2,462 －   7,022 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

 （注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）             

 

株主資本 

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 
  
  
  
  
自己 
株式 
  
  
  
  

株主資本
合計 

資本 
準備金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

利益 
剰余金 
合計 

固定資産
圧縮積立
金 

配当準備
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高(百万円) 13,450 11,426 2,919 1,269 1,000 93,180 7,022 105,391 △4,793 125,474 

中間会計期間中の変動額           

固定資産圧縮積立金の取崩 (注)       △161     161 －   － 

別途積立金の積立 （注）           4,300 △4,300 －   － 

剰余金の配当 （注)             △1,415 △1,415   △1,415 

中間純利益              4,704 4,704   4,704 

自己株式の取得                 △3 △3 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額(純額) 
                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － △161 － 4,300 △848 3,289 △3 3,285 

平成18年９月30日 残高(百万円) 13,450 11,426 2,919 1,107 1,000 97,480 6,173 108,680 △4,797 128,760 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

  
その他有価 
証券評価差 
額金 
  

  
  

土地再評価
差額金 
  
  

  
  

評価・換算 
差額等合計 

  
  

平成18年３月31日 残高（百万円） 3,795 △740 3,054 128,529 

中間会計期間中の変動額     

固定資産圧縮積立金の取崩 (注)       － 

別途積立金の積立 (注)       － 

剰余金の配当 (注)        △1,415 

中間純利益       4,704 

自己株式の取得       △3 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額(純額） 
△1,102 － △1,102 △1,102 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△1,102 － △1,102 2,183 

平成18年９月30日 残高（百万円） 2,692 △740 1,951 130,712 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 

評価基準：原価基準 

評価方法： 

製品  移動平均法 

原材料 移動平均法 

仕掛品 個別法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに客先

に設置している超純水等の供

給用設備については定額法を

採用しております。なお、主

な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

    同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

 建物     ２～65年 

 機械及び装置 ２～13年 

  

  

  

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備える

ため、支給見込額基準により

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 製品保証等引当金 

 完成した工事の保証に備え

るため、見積保証額基準によ

り計上しております。 

(3) 製品保証等引当金 

同左 

(3) 製品保証等引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異

は、発生年度に費用処理する

こととしております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異

は、発生年度に費用処理する

こととしております。 

(5) 役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規による当期

末における必要見込額に基づ

き、当中間期末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

(5) 役員退職引当金 

同左 

(5) 役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく当

期末必要額の100％を計上して

おります。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

期末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しておりま

す。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準｛「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日）｝及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

────── 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

  当期より、固定資産の減損に係

る会計基準｛「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日）｝及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用してお

ります。これにより税引前当期純

利益は846百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基

づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

────── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は130,712百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

────── 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 当中間会計期間の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

      25,639百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

            28,664百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

            26,897百万円 

２．債務保証 ２．債務保証 ２．債務保証 

従業員の住宅建設資金の借入金

に対する保証 

  14百万円

従業員の住宅建設資金の借入金

に対する保証 

    5百万円

従業員の住宅建設資金の借入金

に対する保証 

    10百万円

※３．   ────── ※３.中間期末日満期手形 

中間期間末日満期手形の会計処

理については、当中間会計期間の

末日が金融機関の休業日でした

が、満期日に決済が行われたもの

として処理しております。当中間

期間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。 

   受取手形     803百万円 

※３．   ────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

受取利息    146百万円

受取配当金  787 

受取利息   185百万円

受取配当金  815 

受取利息    309百万円

受取配当金 1,580 

※２．当中間会計期間における税金費

用については、簡便法による税

効果会計を適用しているため、

法人税等調整額は「法人税、住

民税及び事業税」に含めて表示

しております。 

※２．     同左 ※２．   ──────     

３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 

有形固定資産   1,394百万円

無形固定資産  332 

有形固定資産 2,095百万円

無形固定資産 363 

有形固定資産 3,150百万円

無形固定資産 662 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注） 4,127 1 － 4,129 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万
円) 

機械及び
装置 

113 12 101 

その他 1,157 663 494 

合計 1,270 675 595 

  

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

中間期
末残高
相当額
(百万
円) 

機械及び
装置 

236 31 205

その他 772 433 339

合計 1,009 465 544

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

期末残
高相当
額 
(百万
円) 

機械及び
装置 

113 18 95

その他 1,120 708 412

合計 1,233 726 507

（注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内    228百万円

１年超 366 

合計 595 

１年内 155百万円

１年超 388 

合計 544 

１年内    173百万円

１年超 334 

合計 507 

（注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 128百万円

減価償却費相当額 128 

支払リース料 118百万円

減価償却費相当額 118 

支払リース料 204百万円

減価償却費相当額 204 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 7百万円

１年超 10 

合計 18 

１年内 11百万円

１年超 15 

合計 27 

１年内   12百万円

１年超 21 

合計 34 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 962.88円 

１株当たり中間純利

益金額 
15.03円 

１株当たり純資産額 1,015.87円 

１株当たり中間純利

益金額 
 36.57円 

１株当たり純資産額   998.89円 

１株当たり当期純利

益金額 
    62.15円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

中間（当期）純利益（百万円） 1,933 4,704 7,995 

普通株主に帰属しない金額（百万円) ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

(百万円) 
1,933 4,704 7,995 

期中平均株式数（株） 128,635,091 128,671,778 128,654,537 



(2）【その他】 

①中間配当決議に関する件 

 平成18年10月31日開催の取締役会において、当社定款第39条の規定に基づき、平成18年９月30日最終の株

主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録されている株主又は登録株式質権者に対し、当期の中間配当を次の

とおり行う旨決議しました。 

１．中間配当金の総額                 1,672百万円 

２．１株当たりの金額                  13円00銭 

３．支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成18年12月６日 

②「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（独占禁止法）違反容疑に関する件 

 当社は、汚泥再生処理（し尿処理）施設建設工事に関する独占禁止法違反容疑で、平成17年８月に公正取

引委員会による調査を受け、平成18年４月には公正取引委員会と大阪地方検察庁による捜査を受けました。

このような事態になりましたことを厳粛に受け止め、当社は平成18年５月19日をもって汚泥再生処理（し尿

処理）施設建設工事の新規案件に関連する事業から撤退することを決定するとともに、営業活動も同日をも

って停止いたしました。 

  また、当社及び当社社員が、平成18年６月12日にし尿処理施設建設工事に関する独占禁止法違反（不当な

取引制限）容疑で起訴されました。 

  当社といたしましては、この事実を厳粛に受け止め、法令遵守の再徹底とコンプライアンス体制の再構

築、組織体制の変更を含む営業体制の抜本的な見直しなど再発防止策に全力を尽くし、早期の信頼回復に努

めております。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第70期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１７年１２月２０日

栗田工業株式会社     

  取締役会 御中   

  太陽監査法人   

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 梶川 融  印 

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 新村 実  印 

  業務執行社員 公認会計士 桐川 聡  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている栗田

工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、栗田工業株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は署名捺印された監査報告書の原本の記載事項を電子データ化したものであり、当該原本は連結財務諸表

（財務諸表）に添付される形で当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１８年１２月２０日

栗田工業株式会社     

  取締役会 御中   

  太陽ＡＳＧ監査法人   

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 遠藤 了  印 

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 新村 実  印 

  業務執行社員 公認会計士 桐川 聡  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている栗田

工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、栗田工業株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は署名捺印された監査報告書の原本の記載事項を電子データ化したものであり、当該原本は連結財務諸表

（財務諸表）に添付される形で当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１７年１２月２０日

栗田工業株式会社     

  取締役会 御中   

  太陽監査法人   

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 梶川 融  印 

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 新村 実  印 

  業務執行社員 公認会計士 桐川 聡  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている栗田

工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、栗田工業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の

減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は署名捺印された監査報告書の原本の記載事項を電子データ化したものであり、当該原本は連結財務諸表

（財務諸表）に添付される形で当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１８年１２月２０日

栗田工業株式会社     

  取締役会 御中   

  太陽ＡＳＧ監査法人   

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 遠藤 了  印 

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 新村 実  印 

  業務執行社員 公認会計士 桐川 聡  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている栗田

工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第７１期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、栗田工業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は署名捺印された監査報告書の原本の記載事項を電子データ化したものであり、当該原本は連結財務諸表

（財務諸表）に添付される形で当社が別途保管しております。 
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